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来年度以降の基準強化・品目追加の検討課題（案） 

 
 
 

１．現行基準の強化について 

（１）電気・電子機器 
（ＯＡ機器、家電製品、エアコンディショナー等、照明） 

① 省エネ基準の引き上げについて検討する 
• 基準設定に当たって参照している省エネルギー法、エネルギースター

マークの基準の改定を踏まえた基準の強化 
※電子計算機、磁気ディスク装置については、省エネルギー法の

基準改定検討中 
※テレビジョン受信機、ビデオテープレコーダーについては、平

成１５年度末が省エネルギー法の基準達成期限 
 

② 省エネ以外の基準の追加について検討する 
• ノンフロン：冷蔵庫 
• 再生材又は再利用部品の利用率 

※複写機、電子計算機、電気冷蔵庫・冷凍庫、エアコンディショ

ナー、テレビジョン受信機については、資源有効利用促進法に

おいて、再生資源又は再生部品の利用の促進が定められている 
 

③ メンテナンス契約に係る基準を検討する 
• メンテナンス契約に含まれる補充品等に関する基準 

 
（２）文具類・機器類・ベッド 

○ 特定調達物品の普及状況を踏まえ、以下の観点等から基準の強化につい

て検討する 
• 基準の引き上げ 

・再生プラスチックの使用率、古紙配合率の引き上げ 
・木質の場合について、ホルムアルデヒド放出量基準の強化（建築

基準法の改正への対応）：機器類・ベッドフレーム 
• 基準の組み合わせ 

・プラスチック、木質、紙のうち複数種類の材料を使用するものに

ついて、複数種類の材料の基準を満たすことを条件とする基準を

設定 

資料４ 
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• 新たな観点からの基準の導入 
・プラスチックについて、ポストコンシューマーの観点からのリサ

イクル材の基準の追加 

 

２．品目の追加について 

（１）役務について 
○ 国等の機関で共通的に調達する役務についての基準作成の可能性を検

討する 
• アンケート調査の結果、国等の機関で共通的に調達する役務は以下の

とおり 
・運送・配送  ・ビルメンテナンス  ・廃棄物処理 
・洗濯     ・自動車整備   
・事務用機器・電子計算機リース 
・警備     ・コンサルタント   ・翻訳 
・情報処理 

 
○ 検討に当たっての留意事項 

• ＷＴＯ及び会計法との整合性に留意する 
• なお、ＷＴＯ・会計法上求められる要件は以下のとおり 

・契約の目的の主たる要素に関することであることが必要 
・契約の目的を達成する上で不可欠な要素であることが必要 
・条件どおりに履行されたか確認できることが必要 

• 以上より、役務の中で使用する資機材に係る基準を中心に検討する 
＜参考＞ 

○ＷＴＯ政府調達に関する協定第８条（供給者の資格の審査） 

（ｂ）…契約を履行する能力を有していることを確保する上で不可欠なものに限定

されなければならない… 

○予決令第７３条（契約担当官等が定める一般競争参加者の資格） 

…契約の性質・目的により、当該競争を適正かつ合理的に行うため特に必要がある

と認めるとき… 

○会計法第２９条の１１（契約履行の確保） 

②…その受ける給付の完了の確認をするための必要な検査をしなければならない。 
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（２）素材の評価について 
○ 素材の選択は、目的や求められる機能に応じて行われていることから、

素材間の比較は極めて困難である 
○ ただし、同等の機能を満足することが可能な素材同士については、ＬＣ

Ａ等の活用による比較検討が可能な場合もあると考えられる 
• 素材に関する比較検討の難易度による分類 

①比較検討が不可能又は不適切なもの 
目的によって素材を選択しており、素材の比較を行うことが

不適切なもの（例：コンクリート、鉄骨、木材の比較） 
②比較検討の手法の開発が困難なもの 

同等の機能を満足することが可能であるが、異なる種類の素

材の比較（例：樹脂製、陶製、木製のフラワーポット） 
③ＬＣＡ等の活用による比較検討の可能性のあるもの 

同種素材に該当する素材間の比較 
（例：窓付き封筒の石油由来プラと植物由来プラの比較） 

 
（３）公共工事について 

• 本年度新規提案１７３件、昨年度から検討を継続する提案５７８件に

ついて、ロングリストへの掲載の可否を整理 
• ロングリストに掲載する品目については、各提案ごとの課題を整理し

て、課題が解決したものについて品目への追加を検討する 
 
 


